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１ 行政文書の公開      
 

[請求処理状況] 

府の行政機関が保有する文書に関し、１，７５２件（うち取下げ４１９件）の公開請求があった。 

請求方法は、府政情報センター窓口への来所によらないものが約６割（１１５７件）を占めていた。 

公開請求のうち、取下げを除く１,３３３件に対し、１，４９９件の決定を行った（１件の公開請求につい

て複数決定が行われることがあるため、取下げを除く請求件数より決定件数が多くなっている。）。 

決定の主な内訳は、部分公開決定（一部非公開）が７６３件と最も多く、次いで全部公開決定が５２８件、

不存在による非公開決定が１７９件となっている。 

決定の処理のうち約８割について、知事部局で処理を行い、その内訳は、都市整備部（３９３件）が最も多

く、次いで、住宅まちづくり部（２２２件）となっている。 

 

 

（注）１ １件の公開請求について複数の決定が行われる例 

・１件の公開請求に対象となる行政文書がある項目とない項目が含まれているため、公開・非公開等の決定と不存在に

よる非公開決定を行う場合 

・文書を管理している室課所ごとに決定を行う場合 

２ 非公開決定の内容 

○ 部分公開（一部非公開）：個人のプライバシー情報や法人の正当な利益を害する情報などの非公開情報が記載されて 

 いることを理由として文書の一部を非公開とし、他の部分は公開する決定。 

○ 不存在による非公開：文書の保存期間が経過しすでに廃棄した場合や作成又は収受していない場合など対象となる 

 行政文書が存在しないことを理由とする非公開決定。 

○ 存否応答拒否による非公開：行政文書が存在しているか否かを答えるだけで非公開情報が明らかになることを理由と 

して、行政文書の存否を明らかにしないで公開請求を拒否する決定。（第１２条） 

○ 適用除外による非公開：刑事訴訟に関する書類及び押収物については、情報公開条例を適用しないこととされている 

 ことを理由とする非公開決定。（第４０条） 

○ 要件不備による非公開：行政文書を特定するに足りる事項の記載がない等の公開請求の要件を満たさないことを理由 

 とする非公開決定。（第７条第１項） 

区 分 ２４年度(件) ２３年度(件) 

行政文書公開請求の件数 １，７５２ ２，１０１ 

請求方法

別内訳 

窓口に提出 ５９５ ７７４ 
府ホームページからの入力 ５０４ ６３７ 
ファクシミリで送信 ５３８ ５６８ 
郵送 １１５ １２２ 

行政文書公開請求の取下げ件数 ４１９ ３８２ 

行政文書公開請求の件数（取下げ件数を除く。） １，３３３ １，７１９ 

実施機関の決定の件数 （注）１ １，４９９ １，８４２ 

決定内容

別内訳 

（注）２ 

全部公開 ５２８ ９３６ 
部分公開 ７６３ ７５７ 
全部非公開 ６ ９ 
不存在による非公開 １７９ １０９ 
存否応答拒否による非公開 １３ ２６ 
適用除外による非公開 １０ ５ 
要件不備による非公開 ０ ０ 
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[非公開事由の適用状況] 

非公開決定（不存在による非公開及び適用除外による非公開を除く。）の非公開事由としては、個人情報を

理由とするものが５３８件と最も多く、次いで、公開すれば法人等の正当な利益を害する情報（法人等情報）

であることを理由とするものが４７９件となっている。 

 

区 分 非 公 開 理 由 24年度（件） 23年度（件） 

公開しないこと

ができる情報 

法人等情報（８条１項１号、２項１号） ４７９ ４７７ 

任意提供情報（８条１項２号、２項１号） ０ ０ 

意思形成支障情報（８条１項３号、２項１号） １ ０ 

事務執行支障情報（８条１項４号、２項１号） １１３ １４２ 

公共安全支障情報 ３９ ５７ 

内

訳 

公共安全支障情報（８条１項５号） ６ １ 

公共安全支障情報（８条２項２号） ７ １３ 

公共安全支障情報（８条２項３号） ２６ ４６ 

公 開 し て は 

ならない情報 

個人情報（９条１号） ５３８ ４９７ 

法令秘情報（９条２号） １ ０ 

部分公開＋全部非公開＋存否応答拒否による非公開の総数     ７８２    ７９２ 

 

 

[不服申立ての処理状況] 

公開請求に対する実施機関の決定について、平成２４年度は１２件の不服申立てがあった。 

不服申立ては、情報公開審査会に諮問し、その答申を尊重して再決定等の処理を行うこととなっており、平

成２４年度においては、過年度の諮問事案も含め、１３件の再決定を行った。 

 

区  分 
処 理 件 数  答申待ちの

件数 計 認容 一部認容 棄却 却下  

2 2 年 度 の 諮 問 事 案 １６件 １件 ０件 ０件 １件 ０件 １５件 

2 3 年 度 の 諮 問 事 案 ２１件 ８件 ０件 ３件 ５件 ０件 １３件 

2 4 年 度 の 諮 問 事 案 １２件 ４件 １件 ２件 １件 ０件 ８件 

係 属 事 案 計 ４９件 １３件 １件 ５件 ７件 ０件 ３６件 
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２ 法人文書の公開 

法人文書の公開の請求件数は１２件であり、取下げを除く１０件に対し、各実施法人は１１件の決定を行っ
た。その内訳は、全部公開決定が４件、部分公開決定が５件、不存在による非公開決定が２件であった。なお、
部分公開決定（５件）の非公開事由としては、個人情報を理由とするものが４件、法人等情報を理由とするも
のが１件あった。  

（法人別文書請求件数） 

区 分 ２４年度（件） ２３年度（件） 
大阪府立大学 ２ ６ 

大阪府立病院機構 １ ４ 

大阪府立産業技術総合研究所 １ ― 

大阪府立環境農林水産総合研究所 ０ ― 

大阪府住宅供給公社 ５ １１ 

大阪府土地開発公社 ２ ７ 

大阪府道路公社 １ ８ 

    合  計 １２ ３６ 

 
 
（法人文書公開請求及び実施法人の決定の状況） 

 （注）1件の公開請求について、項目別に分割して決定が行われる場合があったため、取下げを除いた請求件数（１０件） 

   より決定件数が多くなっている。 

 

３ 情報の提供 

  府が保有する公開可能な情報については、府民等の申出に応じて、担当課及び府政情報センターで情報提供

を行うこととしている。このうち、府政刊行物の販売部数は３,３３４部あり、調理師試験問題、基準地価格

要覧や職員録の販売冊数が上位を占めた。 

 

区 分 ２４年度（件） ２３年度（件） 

法人文書公開請求の件数 １２ ３６ 

法人文書公開請求の取下げ件数 ２ ５ 

実施法人の決定の件数 １１ ３３ 

決定内容

別内訳 

全部公開 ４ １５ 

部分公開 ５ １６ 

全部非公開 ０ ０ 

存否応答拒否による非公開 ０ ０ 

不存在による非公開 ２ ２ 

適用除外による非公開 ０ ０ 

要件不備による非公開 ０ ０ 
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４ 情報の公表 

府政に関する基礎的な情報や政策形成過程の情報については、府民等の求めを待つことなく公表を行うこと 

としている。このうち、府政情報センターで公表した資料等の件数は、５５１件であった。また、府政情報セ

ンターで公表していない資料についても、府のホームページに掲載し、公表を行った。 

 

府政情報センターで 

公表した資料等の件数 

２４年度（件） ２３年度（件） 

５５１ ６７２ 

内

訳 

府政に関する基礎情報 ２７４ ３０６ 

政策形成過程情報 １５６ ２１４ 

その他 １２１ １５２ 

 （注）公表した資料等の内訳について 

○ 府政に関する基礎情報 

・ 府の施策、計画、指針等の概要 

・ 府の事務事業の概要（各室・課（所）等毎） 

・ 府の事務事業の評価の結果又はその概要 

・ 府の基本的な事務に関する要領、要綱、手引書等 

・ 府の出資法人の組織、事業及び決算等の概要（条例第２条第４項に規定する実施法人及び条例第３４条第２項の規定に

基づき実施機関が定める出資法人に係るもの） 

・ 府の施設の管理に関する指定管理者との基本協定等  

○ 政策形成過程情報 

・ 府の基本的な施策、計画、指針等の策定及び重要な改廃等に係る案又は主要な検討資料 

・ 府の重要な政策決定等に関する部長会議等の協議又は報告の概要及び提出資料 

・ 府政に関する意見募集の結果又はその概要   他 

                                    

５ 会議の公開 

 公開制度の対象となる審議会等（法律又は条例で設置）は、平成２４年度末現在で２０２であった。このう

ち１２６の審議会等が公開会議（議題等により非公開とする旨の留保付きのものを含む。）であった。 

 （注）審議会等とは、外部委員で構成され、府の事務について審議を行うための機関。 

 

６ 出資法人の情報公開 

府では、出資法人の情報の公開に関する指導指針に基づき、府の出資法人のうち、府の事務と特に密接な関

係を有する法人を対象に、自主的に情報公開申出制度を実施するよう指導している。 

平成２４年度は対象法人すべて（２１法人）で自主的に情報公開申出制度が実施され、情報公開の申出の件

数は、５法人において計６件であった。 

なお、平成２４年度は情報公開申出に対する出資法人の決定について、苦情の申出はなかった。 
  

区    分 ２４年度 ２３年度 

情報公開申出制度実施法人数 ２１法人 ２１法人 

公開申出のあった法人 ５法人   １法人 

公開申出の件数 ６件   １件 

決定の件数 ８件   １件 

決定内容

別内訳 

全部公開 ４件   １件 

部分公開 ３件   ０件 

全部非公開 ０件   ０件 

存否応答拒否による非公開 ０件   ０件 

不存在による非公開 １件   ０件 

 （注）１件の公開申出について、項目別に分割して決定が行われる場合があるため、決定の件数が、 

公開申出の件数を上回ることがある。 
  
 


